
事務事業評価（平成２８年度に実施した事務事業）

部 所属名 款 項 目 事務事業名 事業の目的 判定理由

2 議会事務局 01 01 01 ★ 議会運営費 39,973 件 9,700 9,892 9,900 継続

4 総務部 契約管財課 02 01 01 ★ 庁舎維持管理費

庁舎の施設及び設備管理、修繕及び改修。

63,488 件 0 0 0 継続

14 企画部 秘書広報室 02 01 03 広報広聴推進事業 13,292 件 700,000 719,732 720,000 

20 企画部 企画政策課 02 01 05 企画推進事業 8,163 回 1 2 2 継続

21 企画部 企画政策課 02 01 05 広域行政推進事業 99 件 5 5 5 

近隣市町村との広域的な連携、情報交換が図られている。

継続

27 総務部 契約管財課 02 01 07 ★ 財産管理費 130,913 土地貸付・売り払い等収益 19,900 38,724 18,207 継続

48 企画部 市民協働課 02 01 17 ★ 協働のまちづくり推進事業 5,521 50 33 50 継続

50 企画部 市民協働課 02 01 17 ★ まちづくり施設管理

市民活動拠点としての維持管理及び施設改善。

2,445 施設維持コスト 2,000 2,445 2,000 

52 新居支所 02 01 19 新居支所管理運営費 2,830 窓口業務対応件数 件 32,000 28,936 30,000 

地域の住民サービスである支所業務を遂行できている。

継続
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議会事
務局

議会に関するすべての事務処理を行い、議会のも
つ機能が十分に発揮できるよう、
円滑な運営や議員の調査・研究の支援を行う。

①庶務に関する事項
　議会費の予算、決算。　儀式、接待、交際。慶弔。　議場管理
。議長会。議員互助。議員共済。
②議事に関する事項
　議事日程。本会議議事。議会選挙。会議録調製、保管。議会
傍聴。常任委員会。特別委員会。
委員会の記録調製、保管。議決、決定の通知及び報告。
③調査に関する事項
　条例等制定、改廃。請願、陳情及び決議、意見書等。議員の
調査研究。
　議会広報の発行。図書室の整備、管理。

市議会の本会議及び委員会等の運営並びに会議録等の作成
や、議会だよりの発行を行った。
主な事業
①本議会・委員会等の運営　2,033千円
　ア　定例会・臨時会の開催状況
　　・定例会　4回
　　　会期日数　 106日、本会議日数 21日、
　　　可決議案数  138件、傍聴者数258人
　イ　常任委員会・議会運営委員会の開催状況　
　　・常任委員会（総務経済委員会5日、福祉教育委員会4日、
建設環境委員会3日）　
　　・議会運営委員会　14日
　ウ　特別委員会・議員全員協議会の開催
　　・決算、予算、議会活性化特別委員会のほか、議員全員協
議会等の開催支援を行った。
②議員活動の支援　2,310千円
　　・議員の調査研究活動の活発化や資質向上を図るため、
政務活動費の交付及び研修会を実施した。
③会議録の作成　　1,230千円
　　・会議録の印刷製本…定例会ごと4回 （各100部）発行　
　  ・反訳委託…定例会、予算特別委員会、決算特別委員会、
常任委員会、議会基本条例推進特別委員会
④議会だよりの発行　1,313千円
　　・定例会等の内容を掲載した議会だよりを発行し、全世帯
に配布した。
　　　各20,100部（定例会4回）発行

市議会ウェブサイト
（ホームページ）
アクセス件数

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行内容で実施。

平成27年度から議員の資質向上を図るため、議員の調査
研究及び活動に資するための必要経費の一部を政務活動
費として交付し、議員活動を支援した。
また、平成28年6月に地域医療等対策特別委員会、広報広
聴特別委員会が設置されたため、調査・研究等を支援した
。

市庁舎を良好な状態に保つために、修繕等による
維持管理を実施する。

庁舎屋上棟屋3階ﾙｰﾊﾞｰ取替他改修 工事　　5,130千円
図書館横砂利駐車場通路舗装工事　　1,662千円

庁舎施設内における事故
件数 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

職場環境の確保、市民サービスの向上から緊急性があり、
優先度は高い。

市政について広く市民に情報提供し共有化を図る
と共に市内外に市の魅力をPRする。
また、インターネット、報道機関などへの情報提供
を積極的に行う。

①広報活動の推進
　広報こさいやウェブサイトなどの各種広報手段により、暮らし
に役立つ情報や出来事を市民及び、市内外に積極的に提供す
る。

②広聴活動の推進
　「ふれあいポスト」、アイデアBOX等で市民からアイデアや提
案を聴取する。

①「広報こさい」の発行
　　・広報こさい（毎月１回 15日に発行）
　　・発行部数　20,300部／月
　　「市役所だより」の発行　（回覧）
　　「市ウェブサイトの運営」
　　・インターネットにより、イベント・市政情報や広報紙などの
情報を発信した。
　　・定例記者会見による情報発信
②広聴活動
　　・ウェブサイト「ふれあいポスト」により、市民等から広く意見
を募集した。
　　・公共施設14箇所に設置の「ｱｲﾃﾞｱBOX」により、市民等か
ら広く意見を募集した。

市ウェブサイト
（ホームページ）アクセス総
数

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

広報広聴は、市政の説明責任を果たす上で大変重要な事
業である。
市政情報提供に対する市民満足度を高めるため、継続的
に見直しを行う。

改善（そ
の他）

市政に関する重要かつ緊急課題に取り組み、今
後の政策展開における意思決定に資することを目
的とする。

社会経済情勢の急激な変化に対応するため、政策の総合調整
、重要施策に係る企画立案及び緊急性の高い重要な課題に対
して迅速な対応を行う。
・企画調査・地方分権・権限移譲・県予算要望・議会答弁調整・
部長会議等に関する事務
・定住自立圏構想
・総合計画中間見直し

①地方分権、権限移譲、県予算要望等に係る事務及び情報
収集を行った。
②定住自立圏構想の推進
　湖西市定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ懇談会2回開催
③総合計画中間見直し 定住自立圏共生ビジョンの

策定及び推進
H26～懇談会の実施

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

定住自立圏共生ビジョンを策定したことにより、財政措置（
特別交付税）がされ、事業の進展が図られた。

近隣市町村との広域的連携の推進を図る 行政区域を越え、相互に連携・補完しながら効率的・効果的な
事業を推進し、広域交流の活性化、生活環境の充実を図る。

近隣市町村との広域的連携を行った。
・静岡県西部地方拠点都市地域整備推進協議会
・遠州広域行政推進会議
・三遠南信地域連携ビジョン推進会議
・遠州志太榛原地域サミット

庁内への広域情報の報告
数 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

普通財産の維持管理及び公共施設用地の借地
料の支払い等を行う。

普通財産の維持管理、公共施設用地の借地料の支払い、市有
財産の取得、処分及び登記事務。

登記事務件数   44件
普通財産処分   9件

千
円 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

活用予定のない市有土地を売払いした。
　公売　4区画　622㎡
　随意　5件　1,496㎡

限られた財源の中で多様化する市民ニーズに応
えるため、地域や市民活動団体の活動を活発にし
、協働によるまちづくりを推し進める。

①市民活動センター（中間支援組織）への委託により、まちづく
りの環境整備や人材育成を進める。
②研修等、市内部で協働への理解を進め、行政と市民等との
協働を促進する。

①市民活動センターへの管理運営委託
②若手職員を対象にした協働推進研修を実施した。

市民活動センター登録団体
数

団
体 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

多様化するニーズに対して、限られた人員や予算でまちづ
くりを進めるには、市民の自主的、自立的な市民活動の活
発化が不可欠であるため。

市民活動の拠点として機能させるため、市民活動
センター（エミーナ）の維持管理及び施設改善を行
う。

①維持管理
②事務室空調機取替修繕

千
円 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

市民活動の拠点として求められる会議室等はあるものの、
事務所用途としての制限により有効に活用できておらず、
備品もそろっていないため。 改善（そ

の他）

新居支
所

合併による新居地域住民の利便性の低下を補う
とともに、地域活性化のための活動拠点とする。

各種証明書等の発行業務と地域自治、地域活性化のための窓
口としての業務を行い、また、本庁とのパイプ役として地域住民
の相談を受ける業務を行う。

各種証明書の発行及びパスポートの申請受付・交付などを実
施した。
窓口に訪れた方の相談内容を確認し、本庁に連絡を取るなど
して新居及び周辺地域の住民の負担を軽減した。 Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ
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55 新居支所 02 01 19 ★ 新居地域センター管理運営費 27,705 年間延べ利用者数 人 67,400 69,785 73,400 継続

64 総務部 税務課 02 02 01 市県民税課税業務 13,841 適正課税達成率 ％ 100 100 100 

地方自治体の主たる収入財源に該当するため。

継続

65 総務部 税務課 02 02 01 固定資産税課税業務 54,725 適正課税達成率 ％ 100 100 100 

地方自治体の主たる収入財源に該当するため。

継続

66 総務部 税務課 02 02 01 軽自動車税課税業務 2,310 適正課税達成率 ％ 100 100 100 

地方自治体の主たる収入財源に該当するため。

継続

67 総務部 税務課 02 02 01 市税収納業務 110,331 収納率 ％ 97 98 97 

地方自治体の主たる収入財源に該当するため。

継続

669 企画部 02 01 05 5,852 市民説明会の実施 回 5 4 5 継続

新居支
所

利用しやすく、安全で快適な活動拠点施設として、
市民の社会教育、自治振興、文化振興などのた
めの場とする。

貸館としての受付、調整、管理業務及び施設、設備の維持管
理を行う。

・貸館業務
　開館日数：306日　利用件数：3,056件、延利用者数：69,785人
・ハローワーク受け入れのため２Ｆ南中会議室の改装を行った
。
・防火管理や施設・設備管理、各所修繕等を実施した。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

老朽化に伴い要修繕箇所が増えてきているが、市民会館
の解体決定により、利用者は増加している。
ホール利用については、舞台管理技術者の派遣基準を遵
守し、経費抑制に努めた。

地方税法に基づき、市内に居住する市民及び市
内に事務所または事業所等を有する法人に対し
て、適正・公平な課税業務を行う。

・個人市民税の納税義務者に対し、適正な課税を執行するため
、課税資料（給与支払報告書、年金支払報告書、確定申告、市
民税申告書等）を確認のうえ賦課を行う。
・法人市民税は、事業年度に基づく法人からの申告等を確認の
うえ賦課を行う。

個人市民税の賦課において、給与支払報告書・確定申告等の
課税情報を基に確認、課税業務を行うとともに、申告後の課
税見直し及び課税更正等により公平な賦課業務を行った。ま
た、法人からの申告に基づき適正な課税を行うとともに、修正
申告・更正請求に伴う還付等を実施し公平な賦課業務を行っ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

地方税法に基づき、毎年1月1日(賦課期日)に市
内に固定資産(土地、家屋、償却資産)を所有する
納税者に対して適正な評価と課税を行うことで自
主財源の基幹となる市税の安定確保を図る。

法務局からの登記済通知及び現地調査を行うことで、毎年1月
1日(賦課期日)に市内に固定資産(土地、家屋、償却資産)を所
有する納税者に対して適正な評価と課税を行う。

【平成28年度当初課税】
土地………17,126納税義務者 40,347,092㎡
家屋………18,670納税義務者　31,606棟
償却資産…977納税義務者を対象に課税を行い、固定資産税
6,073,789,600円　都市計画税384,142,100円を課税した。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

軽自動車の所有者に対し、適正な賦課徴収を行
い市の財源確保に努める。

軽自動車、原動機付自転車(125cc以下）、二輪小型自動車、農
耕車、小型特殊自動車について、新規、廃車、所有者変更等
の課税データの異動処理を行い、賦課期日（４月１日）の所有し
ている方に賦課を行う。

【平成28年4月1日登録状況】
原動機付自転車：4,164台（第１種、第２種、ミニカー）
軽自動車他：22,699台（軽二輪、軽四輪、農耕作業用、小型特
殊、二輪小型）

上記のうち
非課税車両台数：90台
身障者等減免台数：219台

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市財政の安定化と、市民の負担の公平性を確保
するため、収納率の向上を図る。

市税収入の確保及び適正かつ公平な徴収の実現を図るため、
滞納者に対し督促、催告、納税相談を行う。また、必要に応じ
て財産調査を行い滞納処分を実施する。

【滞納整理実施】
夜間納税相談、休日納税相談、文書催告、電話催告、臨戸訪
問、滞納処分（捜索・差押え）、静岡地方滞納整理機構におけ
る徴収、浜松財務事務所における徴収 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

公共施
設マネ
ジメント
推進室

公共施設マネジメント推進事
業

市が保有する公共施設の最適化に向けて、施設
内容の見直しや再配置等、公共施設の適正配置
を推進する。

①公共施設再配置基本計画の策定

②施設情報の一元化

③施設保全業務の研究

④指定管理者制度の導入推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①「湖西市公共施設再配置基本計画」の策定
②保全マネジメントシステムの導入
③施設点検マニュアルの作成、自主定期点検の実施
　　点検期間　平成28年8月～平成28年9月
　　　　　　   　 平成29年1月～平成29年2月
④指定管理者候補者選定委員会の開催
　　開催日　　平成28年11月28日
　　導入施設　湖西運動公園外5施設

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

公共施設再配置基本計画を策定したことにより、施設の適
正配置に向けた具体的な取り組みの推進が図られた。


	総合計画の推進に向けて

